


 
 

 

（５）検討状況 

・県と市町の公共交通に関する役割分担や、公共交通のあり方について、県が

2009 年度（平成 21 年度）にまとめた「公共交通調査検討事業報告書」の結果

をふまえ、意見を交換しました。 

・国は、交通基本法（案）の提出に先立ち、公共交通に関する施策を抜本的に見

直そうとしていることから、情報を共有するとともに、県の市町に対する支援

のあり方についても意見を交換しました。 

 
（６）取組成果 

①公共交通のネットワーク化の推進 
国の地域公共交通に対する支援制度の改正動向をふまえ、県と市町は事業

者とも連携して、移動ニーズに対応した公共交通の維持・確保のため、県内

バス路線の再編に取り組んでいきます。 
また、県と市町等が連携して地域の最適な公共交通のネットワーク化に取

り組むことによって、効率性や利便性を高め、バスの利用者を拡大させてい

きます。 
②県と市町の役割分担 

    県は、事業者や市町と連携して、広域の移動ニーズに対応した広域生活交

通圏の基幹的な広域バス路線（地域間交通）を維持・確保するため、主体的

な役割を担います。 
また、市町は事業者や住民、県等と連携して、日常生活に密着した移動ニー

ズに対応した生活交通圏内のバス路線（地域内交通）を維持・確保するため、

主体的な役割を担います。 
③国への要望 
国の地域公共交通に対する支援制度の改正動向を見極めながら、移動ニー

ズに対応した、交通圏ごとの支援制度の充実を国に提案していきます。 
 

（７）今後の方針 

国の地域公共交通に対する支援制度の改正動向をふまえ、市町や事業者等と公

共交通のネットワーク化に向けた具体的な検討を行っていきます。 
 

（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果がおおむね発揮されました。 

（判断理由等） 

県内バスのあり方や役割分担については、十分議論され、明確な見解を出すことができ

ました。ただし、国の新制度への動きが予想よりかなり遅れ、その結果、補助制度のあり

方については、詳細な議論をすることが難しかったが、支援制度の充実については、国に

対して要望していくことになりました。 


